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別 紙 

「消費税関係申告書等の様式の制定について」（法令解釈通達）新旧対照表 

 

（注）アンダーラインを付した箇所が新設し、又は改正した箇所である。 

改      正      後 改      正      前 

６ 申告関係 

 ⑴～⑹ （省略） 

⑺ e-Tax による申告の特例に係る届出書 

規則第 23 条の２第２項《電子情報処理組織による申告の特例》に規

定する同項各号に掲げる場合に該当することとなった旨の届出は、第

28－⑿号様式の「e-Tax による申告の特例に係る届出書」により提出す

る。 

 ⑻ e-Taxによる申告が困難である場合の特例の申請書及びe-Taxによる

申告が困難である場合の特例の取りやめの届出書 

   法第 46 条の３第２項《電子情報処理組織による申告が困難である場

合の特例》に規定する同条第１項の承認を受けようとする旨の申請書又

は同条第８項に規定する同条第１項の規定の適用を受けることをやめ

ようとする旨の届出書は、第 28－⒀号様式の「e-Tax による申告が困難

である場合の特例の申請書・e-Tax による申告が困難である場合の特例

の取りやめの届出書」により提出する。 

６ 申告関係 

⑴～⑹ （同左） 

 （新設） 

 

 

 

 

 （新設） 
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改      正      後 改      正      前 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e‐Taxによる申告の特例に係る届出書 ※ 整 理 番 号  

（法人税・地方法人税・消費税及び地方消費税用） ※連結グループ整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

税務署長殿 

納 税 地 

〒 
 
 
 

  電話(    )    －       

（ フ リ ガ ナ ）  

名 称 

 

 

法 人 番 号 
 
             
             

（ フ リ ガ ナ ）  

代 表 者 氏 名 
 
 

○印  

代 表 者 住 所 

〒 
 
 
 

電話(    )    －      
   

 

に規定する特定法人に該当し、納税申告書についてe‐Taxによる申告を行う必要 

 

 

があるので届け出ます。 

 

適 用 開 始 

事 業 年 度 等 
自 平成   年   月   日   至 平成   年   月   日 

該 当 条 項  

□ 法人税法第75条の３第２項第  号 
 
□ 法人税法第81条の24の２第２項第  号 
    

□ 地方法人税法第19条の２第２項第  号 
 
□ 消費税法第46条の２第２項第  号 

資本金又は出資金の額 
 
                  円 

設立年月日等 
 

平成   年   月   日 

参 考 事 項  

 

税 理 士 署 名 押 印                                             ○印 

 

※税務署 

処理欄 

部 

門 

 
決
算
期 

 
業種 
番号 

 
番 

号 

 
入 

力 

 
名 

簿 

 
通 信 
日付印 

年  月  日 
確
認
印 

   

□ 法人税法第75条の３第１項 
□ 法人税法第81条の24の２第１項 
□ 地方法人税法第19条の２第１項 
□ 消費税法第46条の２第１項 
 
            

第28－⑿号様式 
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改      正      後 改      正      前 

 

 

 

 

（新設） 

 

                      

 

e-Taxによる申告が困難である場合の特例の申請書 

e-Taxによる申告が困難である場合の特例の取りやめの届出書 

（ 法 人 税 ・ 消 費 税 用 ）  

※ 整 理 番 号  

※連結グループ整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

税務署長殿 

納 税 地 

〒 
 
 

  電話(    )    －       

（ フ リ ガ ナ ）  

名 称 
 

 

法 人 番 号 
 
             
             

（ フ リ ガ ナ ）  

代 表 者 氏 名 
 
 

○印  

代 表 者 住 所 

〒 
 
 

電話(    )    －      

 
 

に規定する場合に該当することとなったので、e-Taxによる申告が困難である 
 

 
場合の特例を申請します。 

申

請

内

容 

特例の適用を受けることが

必 要 と な っ た 理 由 
  

特 例 の 指 定 を 受 け 

よ う と す る 期 間 
平成   年   月   日 から 平成   年   月   日 まで 

電気通信回線の故障、災害  
その他の理由によりe-Tax 
を使用することが困難 
である事情が生じた日 

平成   年   月   日  

添 付 書 類  
□ 電気通信回線の故障、災害その他の理由によりe-Taxを使用することが困難であることを明ら

かにする書類 

  
 

   の規定により、e-Taxによる申告が困難である場合の特例の適用をやめます 

 
 
ので届け出ます。 

届

出

内

容 

特例の承認を受けた日又は

その承認があったものと 

み な さ れ た 日 

平成   年   月   日  

特例の適用を受けることを

やめようとする理由 
    

 

そ の 他 の 参 考 事 項  

 

※税務署 

処理欄 

部 

門 

 
決
算
期 

 
業種 
番号 

 
番 

号 

 
入 

力 

 
名 

簿 

 
通 信 
日付印 

年  月  日  
確
認
印 

   

税 理 士 署 名 押 印                                        ○印 

 

□ 法人税法第75条の４第１項 
□ 法人税法第81条の24の３第１項 
□ 消費税法第46条の３第１項 
            

□ 法人税法第75条の４第８項 
□ 法人税法第81条の24の３第２項  
□ 消費税法第46条の３第８項 
            

第28－⒀号様式 


